
１　決算規模

　 令和５年度の市町村の普通会計決算額は、
百万円 （  R4 ： 百万円  、差額 百万円 、 増 ）
百万円 （  R4 ： 百万円  、差額 百万円 、 増 ）

第１表　　決算規模の状況
（単位：百万円、％）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

２ 決算収支
（１） 実質収支

（２） 単年度収支
  単年度収支の合計は、5,873百万円の赤字となった。

（３） 実質単年度収支

（１）令和５年度市町村決算の概要（普通会計）　

  実質収支の合計は、25,835百万円の黒字となった。全市町村において黒字となった。

区　　　分

954,785市町村計
△ 8.6

％

増減率

歳入

245,565

都市計 688,138
△ 1.0

903,673

 歳入総額　：

  実質単年度収支の合計は、9,850百万円の赤字となった。

歳出 655,504
△ 7.1

907,492

△ 2.5 255,532
0.7
1.6918,052

第１図　決算規模の推移

※市町村計には一部事務組合及び広域連合を含まない。（以下の表や文中においても同様）

都市計
町村計

△ 8.8市町村計
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△ 0.4

953,396

0.4△ 9.5 658,108

918,052 903,673 14,379

　歳入総額は、前年度比10,745百万円増（1.1%）の954,785百万円となった。主な増加内訳として、地方税、地方
債等の増加が主な要因である。
　歳出総額は、前年度比14,379百万円増（1.6%）の918,052百万円となった。主な増加内訳として、扶助費、補助
費等の増加が主な要因である。
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第２表　　決算収支の状況

（単位：百万円）

A

B

A-B C

　すべき財源 D

C-D E
　　単年度収支

F

G

H

I
　

F+G+H-I J

３ 歳入

歳入総額

歳出総額

形式収支

翌年度に繰り越

実質収支

実質単年度収支

積立金取崩し額

繰上償還金

積立金

区　　分
都　　市　　計

令和４年度 令和５年度

1,908

18,148

△ 8,686

13,156 12,358

26

△ 936 △ 3,223

21,371

7,093

684,628 687,760

10,551 17,847
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3,509
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令和４年度

944,040

△ 21 △ 2,651

10,338 7,687

267,024

11,492

3,805

令和５年度
町　　村　　計

令和４年度 令和５年度
市　町　村　計

954,785

903,673 918,052

40,367

245,565 255,532

259,412

36,733

2,848 △ 1,164

8,906 6,794

32 775

6,082

△ 5,873

22,062 19,152

8,659 10,898

31,709 25,835

△ 957

4,756 △ 9,850

16,620 23,930

270 801

（１） 歳入構成比について

国庫支出金26.1％（249,281百万円）が最も高く、続いて地方税21.0％（200,410百万円）、地方交付税

16.5％（157,868百万円）、都道府県支出金11.0％（105,284百万円）、繰入金5.7％（54,069百万円）の順

となった。

（２） 主な歳入項目の増減要因について

・地方税（前年度比 2.3%増）
固定資産税等の増により、前年度比4,444百万円増の200,410百万円となった。

･国庫支出金（前年度比 6.0％減）
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の減等により、前年度比15,886百万円減の

249,281万円となった。

･地方債（前年度比 13.7％増）

病院事業債や学校教育施設等整備事業債の増等により、前年度比5,241百万円増の43,591百万円と

なった。

･都道府県支出金(前年度比 3.1％増)
障害福祉サービス等給付費県負担金の増等により、前年度比3,126百万円増の105,284百万円となっ

た。

※国庫支出金には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含み、交通安全対策特別交付金は除く。

都市・町村別にみると、都市では国庫支出金（構成比28.3％）が最も高く、続いて地方税（同22.7％）、
地方交付税（同14.3％）の順となっており、町村では地方交付税（同22.3％）、国庫支出金（同17.8％）、
地方税（同16.6%）の順となっている。町村では都市に比べて、地方税の割合が少なく、地方交付税の割
合が比較的大きい。



第３表　　歳入決算の状況
<R5決算額> （単位：百万円、％）

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　
　　　

  　　

(注)うち一般財源は､地方税､地方譲与税､地方交付税、地方特例交付金等、利子割交付金､配当割交付金､株式等譲渡所得割交付
金､地方消費税交付金（特別地方消費税交付金を含む。）､ゴルフ場利用税交付金､自動車取得税交付金､軽油引取税交付金、自動車
環境性能割交付金の合計である。また､構成比については､各項目の計と合計値が端数調整のため一致しない場合がある。

42.6 1.6 401,559 42.1 1.4 27,780

（注）全国比率は市町村別決算状況調（総務省公表）より試算したものであり、一部事務組合を除き、政令指定都市、 特別
区、中核市、特例市を含む。
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第４図 自主財源比率の推移

（単位：％）
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第２図 歳入決算額の構成比（市町村計）

第３図 歳入決算額の構成比（都市・町村別）



４ 歳出
（1) 目的別歳出の状況

第４表　目的別歳出決算の状況
<R5決算額> （単位:百万円、％）

（注）　構成比については、各項目の計と合計値が端数調整のため一致しない場合がある。

　目的別歳出の内訳を構成比でみると、民生費が408,140百万円（構成比44.5％）で最も大きく、続い
て総務費136,179百万円（同14.8％）、教育費105,498百万円（同11.5％）、衛生費68,949百万円（同
7.5％）、土木費67,985百万円（同7.4％）の順となっている。

　これを都市・町村別の構成比で比較すると、都市、町村ともに民生費の割合が最も高くなっている
が、都市では社会保障関係費の増等により民生費の割合が50.0％となっており、町村の30.1％に比
べ19.9ポイント高くなっている。

　次に前年度比較で増減状況をみると、総務費が、財政調整基金積立金の減等により、9,879百万
円（前年度比△6.8%）減。民生費が、物価高騰に伴う低所得世帯支援給付金の増等により、14,065
百万円（同3.6％）増。商工費が、消費喚起事業の減等により、4,072百万円（同△19.4％）減となっ
た。
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7.5 14.368,9497.5
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区　　　　　分

議  会  費

総  務  費

民  生  費

決算額
3,628

増減率
2,467

町　　村　　計
決算額 構成比 増減率構成比 増減率

4.0

決算額

80,405
331,159

4.3

構成比

△ 4.2

1.0

商  工  費

土  木  費

消  防  費

0.5

衛  生  費

労  働  費
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公  債  費

教  育  費

災害復旧費

前年度繰上充用金

歳出合計

諸支出金

49,678

10,359
48,563
12,456
67,346

698

14.8

19,272

総務費 14.8 

民生費 44.5 

農林水産業費 3.1 

土木費 7.4 

教育費 11.5 

公債費 6.2 

その他 12.5 
（単位：％）

（注） 各項目の計と合計値は端数調整のため一致しない場合がある。

第５図 目的別歳出決算の構成比（市町村計）



（単位：％）

性質別歳出の状況　（２）

第６図　目的別歳出決算構成比（都市・町村別）
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性質別歳出の状況をみると、義務的経費が462,468百万円（構成比50．4％）、投資的経費120,225百
万円（同13.1％）、その他経費335,358百万円（同36.5％）となっている。

また、前年度比較で増減状況をみると、義務的経費が1.9％の増、投資的経費が1.8％の増、その他
経費が1.1％の増となっている。

これを都市・町村別の構成比で比較すると、都市では、義務的経費が55.0％となっており、町村の
38.4％に比べて16.6ポイント高くなっている。一方、町村では投資的経費が16.6％となっており、都市
の11.7％に比べて4.9ポイント高くなっている。

義務的経費の内訳をみると、人件費は前年度比で2.4％増加し118,381百万円となった。主な要因は
職員の給与や会計年度任用職員の報酬、期末手当の増等による。

扶助費は2.4%増加し287,062百万円となった。主な要因は、低所得世帯支援給付金や障害福祉サー
ビス給付費等の増による。

公債費は1.7％減少し57,026百万円となった。主な要因は、償還の終了や元金繰上償還額の減等に

よる。
その他経費は、1.1％増加し335,358百万円となっている。主な内訳として、補助費等が物価高騰対策

関連事業の増等による。



第５表　　性質別歳出決算の状況　　
<R5決算額> （単位：百万円、％）

　　

　　

　　

　　

　　

（注）１　補助事業費は、受託事業費の補助事業費を含む。
（注）２　単独事業費は、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。
（注）３　義務的経費、投資的経費及びその他経費の各々の構成比の計と合計値は端数調整のため一致しない場合がある。

（注）１　端数調整により各々の内訳の計が合計値と一致しない場合がある。
（注）２　補助事業費は、受託事業費の補助事業費を含む。
（注）３　単独事業費は、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。
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第７図 性質別決算額の構成比（市町村計）
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（単位：％）第８図 性質別歳出決算額構成比（都市・町村別）

第９図 普通建設事業費（補助）の構成比の推移

第10図 普通建設事業費（単独）の構成比の推移

年度

年度



 　

　
（単位：百万円、％）

（注）１　一般財源等とは、一般財源のほかにその使途が制約されていない収入額の合算額である。
（注）２　補助事業費は、受託事業費の補助事業費を含む。
（注）３　単独事業費は、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。
（注）４　その他投資的経費欄は、災害復旧事業費及び失業対策事業費の合計額である。
（注）５　その他経費のその他欄は、維持補修費・投資及び出資金・貸付金・前年度繰上充用金の合計値である。
（注）６　構成比については、各項目の計と合計値とが端数調整のため一致しない場合がある。

　一般財源等の総額は537,441百万円で、前年度比17,681百万円（3.4％）の増となっている。各性質別経
費に対する一般財源等の充当状況（構成比）をみると、義務的経費充当分が46.4％で最も高く、うち人件
費が19.7％、扶助費が16.5％、公債費が10.1％となっている。また、投資的経費充当分は3.4％で、うち普
通建設事業費の補助事業費が1.3 ％、単独事業費が2.0％となっている。その他経費充当分は43.5％と
なっている。
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　　　　　参考値として掲載している。
（注）2　各項目の計と合計値とが端数調整のため一致しない場合がある。
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第11図 令和５年度における一般財源等の充当状況（全国・沖縄） （単位：％）



　
歳

（注）全国は特別区を含まない。

（２）経常収支比率等の状況

（単位：％）

(注) 財政力指数は単純平均、それ以外は加重平均による。
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５　主な財政指標
（１）財政力指数の状況
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17.2

　経常収支比率は、地方税、普通交付税などの経常的に収入される一般財源等に対する、人件
費、公債費、扶助費等の毎年度経常的に支出される経費に充当される一般財源等の割合で、財政
構造の弾力性を示す指標となっている。本県市町村の経常収支比率の平均は90.2％で、前年度
（88.3％）に比較し1.9ポイント増加している。
 
    主な内訳をみると、人件費が24.7％（R4：24.2％）、扶助費が17.0％（同16.4％）、公債費が13.2％
（同13.6％）となっている。なお、本県の令和５年度の経常収支比率を全国平均（R5：93.1％）と比較
すると2.9ポイント下回っている。
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　財政力指数は、基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過去３カ年の平均値で、地方
公共団体の財政力を示す指数である。本県市町村の令和５年度の財政力指数の平均は0.38で、全
国平均は0.48となっている。
　都市・町村別でみると、都市0.55、町村0.32となっており、都市・町村間の格差は大きい。

第12図　財政力指数の全国比較
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（注）１　特別区及び、一部事務組合等を含まない。
（注）２　全国、沖縄ともに加重平均である。

（注）１　全国は、大都市、特別区、中核市及び特例市を含む。

　

（３）実質公債費比率の状況
　実質公債費比率は、地方税や普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される
財源のうち、公債費や公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるもの
を除く）に充当されたものの占める割合の過去３年度分の平均値である。地方債協議制度への移行に伴い
新たに導入されたもので、18％以上の団体は地方債の発行に際し許可が必要となり、25％以上の団体は
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成十九年六月二十二日法律第九十四号）」における財政
健全化団体となり、財政健全化計画の策定が義務付けされる。令和５年度決算に基づく実質公債費比率
の平均は7.0％（加重平均）となっている。また、令和４年度同様比率が18％以上の団体はない。
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第15図 各市町村の経常収支比率及び実質公債費比率の状況

単位（％）

縦軸：経常収支比率

横軸：実質公債費比率



（単位：百万円、％）

地方債現在高(A)
増減率

増減率
標準財政規模(B)

（注）平成２０年度の標準財政規模は、臨時財政対策債発行可能額を含んだ額である。

（単位：百万円、％）
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６　地方債現在高、債務負担行為及び積立金現在高

　令和５年度末地方債現在高は590,385百万円で、前年度末から1.8％の減となった。また、臨時
財政対策債残高は196,735百万円で、前年度末から7.7％の減となった。

　令和５年度末における債務負担行為による翌年度以降支出予定額は161,459百万円で、前年度
比で10.3％増となっている。
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第16図 地方債現在高の推移



（単位：百万円、％）

減債基金
その他

財政調整基金及び減債基
金の標準財政規模比

97,472

（３）積立金の状況
  積立金の令和５年度末現在高は234,931百万円で、前年度末（238,825百万円）から1.6％の減となって
いる。その内訳をみると、財政調整基金が93,415百万円で、前年度比4.2％の減、減債基金が31,576百
万円で0.7％の減、その他特定目的基金が109,941百万円で0.4％の増となっている。
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